
 

大震災に学ぶ工学のあり方に関する提言 

                       日本機械学会 

 

日本機械学会は，2 年間に及ぶ東日本大震災調査・提言委員会の活動の成果として，

調査結果に関する成果報告書を作成すると共に，大震災に学ぶ工学のあり方に関する提

言をまとめた．この大震災から学ぶ最も大きな教訓は，「技術者と社会のコミュニケーシ

ョン」を推進することの重要性である．技術者が提案する技術とその成果物が持つベネ

フィットとリスクを正しく分析して社会に説明し，広く社会の理解を得ると共に，社会

における合意形成の活動に対して貢献することが重要である．この提言を，社会に対し

て発信すると共に，日本機械学会が先導する形で，社会と工学との接点を強化し，技術

に対する認識を共有できる社会を実現するべく，産学官連携の下に，提言内容を強力に

推進していきたい． 

 

提言Ⅰ 大規模システムに弱点が生じないようにシステム全体の信頼性を向上

させる方法論の確立が必要である 

 

原子力発電設備等の大規模システムにおいては，科学および工学の多様な分野からの

知識が統合されてシステムが構成されている．東日本大震災では，地震あるいは津波等

の大規模災害にさらされた場合，この大規模システムにおいて個々の専門知の隙間に弱

点が存在していたことが明らかになった．たとえば，大規模災害を引き起こした津波に

対する機械設備の安全対策の視点からの検討は，従来は取り組まれてこなかった．この

弱点を克服し，今後弱点が生じないようにシステム全体の信頼性を向上させることが必

要である．このためには，システム全体を俯瞰的に見て，個々の専門知の隙間に存在す

る弱点を抽出し，設計の科学の観点から対策を講じることが重要である．このシステム

全体の信頼性を向上させる方法論を確立するため，日本機械学会をはじめとして，産学

官が協力して，早急に取り組むように努力することが必要である． 

 

提言Ⅱ ものづくりにおける設計基準の考え方と「想定値」を超えた場合への対

応を社会に対して説明する必要がある 

 

人工物の設計においては仕様を決める段階で，その人工物が生涯にわたって経験する

であろう外力の最大値等を「想定して」，はじめて設計を行うことが可能になる．外力が

地震や津波などの自然の大規模災害による場合，この「想定値」を超える場合もありう

る．ここで生じる二つの問題，すなわち， 

（１）どのように「想定値」（安全目標）を決めるのか 

（２）「想定値」を超える事象が発生した場合にどのように対処するのか 



 

に対して，真摯に対応する必要がある． 

今回の大震災から学ぶ教訓は，「想定値」を設定した場合にその根拠となっている安全

目標について，あらかじめ社会に説明して広く理解を得ると共に，またそれを超える事

態が発生するリスクとそれへの対処方法についても社会に説明して広く理解を得ると共

に，社会における合意形成の活動に対して貢献することが重要である． 

これは原子力の施設に限らず，化学プラントあるいは交通システム等の大規模システ

ムについても重要であり，日本機械学会をはじめとして，産学官が協力して，設計基準

の根拠となる想定値の考え方と「想定値」を超えた場合への対処方法を社会に対して説

明するよう努力する必要がある． 

 

提言Ⅲ 技術に対するリスクコミュニケーションを推進することが必要である 

 

ものづくりに携わる技術者・研究者は人工物を計画する段階で，それによって得られ

るベネフィットと共に内在するリスクを正しく予測して社会に発信し，あらかじめ社会

の正しい理解を得るように努めて，社会における合意形成の活動に対して貢献すること

が必要である．そのためには， 

（１）リスクを正しく予測してそれに対処する技術（リスクマネジメント） 

（２）リスクを正しく社会に発信して社会の理解を得て，社会における合意形成の活動

に対して貢献する技術（リスクコミュニケーション） 

の二つの技術を身につける必要がある．これは単に技術者，研究者個人が身につける素

養であるばかりでなく，大学，企業，あるいは国などの組織の単位についても重要なこ

とであり，広く社会において技術に対する双方向のリスクコミュニケーションを推進す

ることが必要である． 

日本機械学会をはじめとして，工学系関係者に限らず産学官でこの問題に真摯に取り

組み，必要な情報をタイムリーに社会に発信し，社会の正しい理解を促進する仕組みを

作ってこれを実行し，リスクコミュニケーションを推進するよう努力することが必要で

ある． 

 

提言Ⅳ 被害低減を目指したものづくりに関する規格・基準の創造とそれを担う

人材の育成が必要である 

 

東日本大震災の教訓を今後発生しうる巨大地震等による災害の低減に活かすため，産

学官の連携をより一層推進し，今回の大震災に関する調査・研究の成果を，ものづくり

に関する国際的な規格・基準やマニュアル等に反映させ創造することが必要である．こ

れにより，今回の震災による経験を次世代に引き継ぐことも可能になる．さらに，これ

を担う若手研究者，技術者（オペレーターを含む）の育成，教育訓練を実施していくこ

とも重要である．日本機械学会をはじめとして，産学官の連携の下に大震災に関する調

査結果を，国際的な規格・基準に反映するよう努力すると共に，それを担う人材の育成

が必要である． 


